
『かがわ県産品販路開拓プラン』の概要 

 

１．県産品販路開拓・拡大への課題 

 

課題①「県産品の認知度・魅力の向上」 

○讃岐うどん以外は、首都圏等での県産品の知名度がまだまだ低く、戦略的な情報発信等が必要 

○新たな地域資源の発掘や消費者ニーズに対応した魅力ある産品の開発が必要 

課題②「販路開拓・販売力の強化」 

○県民への香川県産品の浸透度が弱く、県内でのＰＲ活動等の強化が必要 

○県外大消費地での県産品の定番・定着化による販売額のアップ 

課題③「成長市場（海外・ネット市場）への販路拡大」 

○巨大マーケットへと成長した中国はじめ、東アジア等への県産品のより一層の販路開拓が必要 

○多様化する販売チャネルの中で、拡大を続けるインターネット通販市場への対応が必要 

 

２．県産品販路開拓の推進方針 
 

（１）基本目標 
 

香川県産の農林水産品、加工食品、伝統的工芸品など、「香川のうまいもん・ええもん」の

ブランド力を高め、戦略的販売の強化を図ることで、元気の出る香川づくりを目指します。 
 

（２）計画の期間 

急速に進展する流通・販売分野の環境変化等に鑑み、平成23～25年度までの3年間とする。 

（３）戦略の基本方向 

   

  【目指す方向性】 

１「香川のうまいもん・ええもん」に対する評価・認知度のアップ 

２ 市場ニーズに沿った産品開発・改良の推進による魅力の向上 
 

  【具体的な取組方向】 

 ①大都市圏など大消費地でのＰＲ・提案活動 

アンテナショップや百貨店、ホテル、飲食店等を通じた積極的な県産品のアピール等 

②戦略的な情報発信 

新たな県産品ポータルサイトの開設や、幅広い情報媒体を活用した戦略的ＰＲの実施 

③売れる商品づくりへの支援 

     ○マーチャンダイジングによる生産・販売の促進 

専門家等からのアドバイス等による商品化計画（ＭＤ）に基づいた生産・販売の促進 

     ○マーケット情報のフィードバックによる支援 

アンテナショップ等を通じた消費者ニーズ等の還元による商品の開発・改良支援 

     ○産地生産者と顧客（一般消費者・利用者）との交流の場の創出 

産地見学会、意見交換会の開催による、作り手の魅力ある商品づくりための情報収集 

     ○優れた県産品の発掘、新商品開発や高付加価値化への支援 

県産品コンクールや農商工連携等の推進による優良産品の開発・育成への支援 

基本戦略Ⅰ 県産品のブランド化の推進 



   

  【目指す方向性】 

 １ 基礎的マーケットである県内でのＰＲ、県民等への県産品の提供場所の確保等による 

「県内消費の拡大」 

２ 活力あふれ、飛躍的な発展を遂げているマーケットへの展開 

①大都市圏など購買力のある「県外マーケット」への展開 

②人口増や所得水準が向上する「海外有望マーケット」への展開 

③「ネット販売」を通じた県産品販売の底上げ 
 

  【具体的な取組方向】 

①戦略的な販売活動の推進 

  ○トップセールスの効果的な実施 

県産品フェア等における積極的なトップセールスを通じた効果的な販促活動の推進 

  ○ターゲット先の絞り込みやデータに基づく、効果的な販促活動 

アプローチ先の店舗等の購買層や売れ筋情報等を活用した効果的な販促活動の実施 

  ○関係団体・機関等と連携した支援体制のもとでの販路開拓・拡大 

ＪＡ香川県など関係団体をはじめ、産業支援機関等との連携による県内企業等の効率

的な販路拡大の実行 

 ○民間企業等との連携によるＰＲや販売促進活動の展開 

   大手食品メーカー等が持つ優れたＰＲ力や販売網を活用したプロモーションの展開 

 ○生産者と流通関係者等による商談機会の提供 

見本市等への出展や、流通バイヤー等招聘による積極的な産品紹介、商談機会の提供 

  ○マーケティング支援やテスト販売の場の活用 

専門家等による流通販売への助言や、民営販売施設等を活用した県産品の実験的販売 

  ○ネット販売による流通販路の多角化 

   県産品ポータルサイトと企業ページとのリンクや、大手ネット通販サイトとの連携等

による新たな販路拡大の支援 

②県内での認知度向上・消費拡大 

香川の食をテーマにしたイベント開催やアンテナショップ開設等による積極的ＰＲ 

③アンテナショップの充実・強化 

東京・旬彩館の接客力向上や情報収集機能の強化等とともに、県内における物産販売

等の拠点施設の整備 

④流通における安全・安心への対応 

震災後の県産品の取引確保に向けた、県産食品に対する安全・安心への体制整備 
 

 

３．戦略実行への仕組みづくり 
 

基本戦略Ⅰに掲げる「ブランド化戦略」に、基本戦略Ⅱに掲げる販売強化への「県内戦略」、「県外戦

略」、「海外戦略」、「電子商取引戦略」を合せた5つの分野からなる各種取組みを、「戦略的重点施

策」及び「ベースとなる施策」により、総合的かつ計画的に展開していく。また、各種の取組みを組織的

に遂行していくため、商品品目や業種・業態別ターゲットごとの行動マニュアルを整備する。 

 

４．数値目標（３年後の指標） 
 

■県産品の国内販売額（県サポート実績）Ｈ22 年度：326 百万円 → Ｈ25 年度：385 百万円（18％増） 

■県産品の海外販売額（県サポート実績）Ｈ22 年度：24 百万円 → Ｈ25 年度：25 百万円（6％増） 

基本戦略Ⅱ 県産品の戦略的販売の強化 
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Ⅰ プランの基本的な考え方 

 

１．プラン策定の経緯・趣旨 
 
本県は全国に誇れる優れた県産品を多数有しており、高い品質と多品目の

品揃えを持つことが特長です。 

本県では、平成15年度から、県産品のイメージアップや販路拡大を図るた

め、商工労働部観光交流局観光振興課内に県産品振興室を設置するとともに、

県内の商工業者、農林水産業者や消費者団体、行政等の連携のもとに、かがわ

県産品振興協議会を設立し、県産品振興に関する効果的な施策を総合的かつ横

断的に実施するための指針である「かがわ県産品ブランド化戦略プラン（基本

方針）」（平成16年策定、平成19年見直し）に基づき、かがわ県産品ブランド

の構築や販路開拓、戦略的な情報発信を推進してきました。 

また、平成22年3月には、新たに取引先別の販売戦略や今後求められる行動

内容としてまとめた同戦略「行動プラン」を作成し、首都圏や海外での県産品

のより一層の販路拡大に取り組んできたところです。 

この間、少子高齢化等による国内市場の縮小傾向、経済の急速なグローバル

化による本県産業への影響など、本県を取り巻く環境は大きく変化しています。 

さらに、近年の県産品に対する地域間あるいは国際間の競争が激化してきて

いることや消費者ニーズ、需給動向の変化などから、これまで以上に、地域の

特徴や実情に沿った施策展開など戦略的な対策が求められています。 

こうした社会経済情勢の変化を踏まえ、また、平成22年度で、「かがわ県産

品ブランド化戦略プラン」の計画期間が終了したことを受け、平成23年度か

らの新たな県産品の振興指針となる「かがわ県産品販路開拓プラン」（以下「本

プラン」という。）を策定するため、生産や販売、プロモーション関係等の各

方面の有識者8名からなる「かがわ県産品販路開拓プラン検討委員会」が平成

23年5月に設置され、県産品のＰＲや販売振興等について検討することとなり

ました。 

 

２．プランの位置づけ 
 
本プランは、新たな香川づくりの指針である「せとうち田園都市香川創造プ

ラン」の基本目標・基本方針に基づき、県内はもとより国内・海外への県産品

の販路開拓を図っていくための具体的なアクションプランとして位置づける

ものです。 

そのため、県及びかがわ県産品振興協議会等が実施する県産品の販路開拓・

拡大に関する基本的な推進方針や具体的に展開する施策を体系的に示すとと

もに、販売戦略遂行のために必要なマニュアルを定めるものです。 
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３．県産品の対象範囲 
 
本プランは、県内で生産される農林水産品、県内に事業所を置く企業等が

製造する食品、伝統的工芸品、地場産業製品（軽工業品）について、販路拡大

のための具体的施策を定めるものです。 

なお、具体的な対象産品の範囲は、資料編44ページの「本プランの対象範

囲について」を参考にするものとします。 

 

４．計画の期間 
 
本プランの推進期間は、大きく変化する社会経済情勢の中、進展する流通・

販売分野の環境変化への的確な対応等を考慮し、平成23年度から平成25年度

までの3年間とします。 
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Ⅱ 県産品を取り巻く現状と課題 

 

１．社会経済情勢の変化 

（１）人口減少高齢化社会への対応 

本県も我が国と同様、急激な高齢化の進行や人口減少といった課題にさら

され、これまでの人口増や経済成長を前提とする将来像は描きにくくなって

きており、大きな岐路に立たされています。 

しかしながら、本県は、住みやすい気候風土や、品質の高い農水産物、加

工食品等、数多くの宝に恵まれており、こうした強みや財産を最大限に活用

し、また県民の叡智を結集して、人口増につながる施策を展開していく必要

があります。 

 

（２）消費者ニーズの変化 

  長引く景気の低迷やデフレ経済下にあって、個人の所得の伸び悩みや将来

に対する不安感を背景に消費の低迷が続いています。 

一方、社会や市場の成熟化に伴い、商品・サービスに対する消費者の志向

は多様化・高度化しています。 

  こうした状況の中、一定水準の品質・機能を備えた商品であれば売れると

いう時代ではなく、独自性があり、消費者志向（安心・安全性、健康、環境、

伝統文化、デザイン性、コストパフォーマンス等）に合った商品・サービス

の提供が求められています。 

 

（３）流通販売形態の多様化 

スーパーや百貨店など従来からの業態に加え、家電や玩具、ドラッグ等の

専門商品を扱う量販店のほか、コンビニエンスストアやレストラン・居酒屋

などを含めたチェーン型店舗の出現、さらに、著しい成長を見せている通販

市場（インターネット、テレビ等）の拡大など、多様なチャネルが台頭し、

これまでの商流・物流が大きく変化しています。 

そのような中、大規模化・全国化する量販店やチェーンストア等のように

メーカー（生産者）から直接仕入れる傾向が増えるなど、卸売市場外流通は

今後も増加し、地域の潜在商品や育成商品をはじめ、こだわりの商品、地域

限定商品などの販売ルートは多様化すると考えられます。 

 

（４）経済のグローバル化 

  近年、中国などアジア諸国から低価格の商品が大量に輸入され、農産物を

はじめとする国産品は、価格面では海外商品に太刀打ちできない状況にある

ことから、商品の差別化、高付加価値化を図るなどの対応が必要となってい
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ます。 

  また、国内市場が縮小する中で、急速な経済成長が続いている中国や東南

アジア諸国のほか、食の世界的発信拠点であり、日本食等に対する関心度が

高まっている欧州地域への市場拡大が不可欠な状況となっています。 

 

（５）地域間競争の激化 

全国の各自治体の地域ブランドに関する動きが活発化しており、宮崎や長

崎、島根をはじめとする各県が地方産品の売り込みのため、行政と地元関係

団体や民間企業等が連携し一体となって、大消費地でのＰＲや販路拡大に取

り組むなど県産品販売の強化を図っており、地域間競争は激化しています。 

今後、産地（地域）レベルでの競争が一層激化することが予想され、個々

の産品はもちろん、産地としての地域そのものが消費者から選別される時代

に入っています。 

 

（６）東日本大震災の影響等 

  東日本大震災は福島原発事故発生等により、国内の自粛ムードによるレジ

ャー・消費の冷え込みや外国人観光客の減少などの需要面で、日本経済全体

に大きなマイナスの影響となっています。海外市場でも日本産品離れが進み、

各国政府による輸入規制が行われるなど風評被害が心配されています。 

  民間企業による首都圏・関西圏（各 500 名）を対象とした生活者への意識調

査の 7 月時点での生活実感では、外食を控えるなどの影響も残っているもの

の約 8 割の方が震災前の日常生活に戻りつつあり、また、財務省貿易統計（ジ

ェトロまとめ）によれば、日本における食品輸出額は、4、5 月が大幅減（前年

比△10.3％、同△16.6％）だったのに比べ、6 月は一転して増加（同 11.6％増）、

7、8 月は同 4.1％減、2.3％減と、徐々に回復への兆しが見込まれています。 

 

２．県内産業の現状 

（１）県内総生産から見る県経済の概況 

県民経済計算の推計結果によると、本県の平成 20 年度の県内総生産（名目

値）は、3 兆 6,123 億円余で、産業構造別に見ると、第 1 次産業が 549 億円

（1.5％）、第 2 次産業が 8,834 億円（24.5％）、第 3 次産業が 2 兆 8,144 億円

（77.9％）となっています。 

これを業種別で見ると、サービス業が 7,997 億円（22.1％）、製造業が 7,251

億円（20.1％）、卸売・小売業が 5,147 億円（14.2％）、不動産業が 4,825 億

円（13.4％）の順に割合が大きく、上位 3 業種（サービス業、製造業、卸売・

小売業）で全体の 55.6％を占めており、県経済の牽引役になっているととも

に、県経済へ与える影響が大きいことが、本県の産業構造的な特徴です。 
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（２）農林水産業 

  本県の農業産出額は、担い手の減少や高齢化の進行などによる作付面積の

減少、需要の緩和や作柄の影響による価格低迷などにより、平成 9 年には

1,000 億円を割り込み、平成 21 年の農業産出額は 755 億円で、5 年前に比べ

7.8％減少しています。また、総農家戸数、農業就業人口とも減少傾向にあり、

農業就業者の平均年齢は 69.1 歳と、農業者の減少・高齢化が加速しています。 

漁業・養殖業の生産額は、平成 3 年の約 402 億円をピークに、平成 21 年

には約 223 億円となっており、収益性の低下が漁業経営を圧迫しています。

また、就業者数は平成 20 年で 3,218 人と、5 年前に比べて 418 人（11.5％）

減少し、年齢階層別では 29 歳以下が 5.8％、30～59 歳が 41.0％、特に、60

歳以上は 53.2％を占め、平成 10 年の調査以降全就業者の 5 割を越えるなど、

高齢化の進展、若年就業者の減少が大きな問題となっています。 

林業産出額（木材生産）については、平成 21 年は 5 年前とほぼ同額の 1 億

7 千万円となっています。また、森林組合に通年雇用されている作業班員は、

平成 21 年度が 130 人で、5 年前に比べて 19.8％減少し、60 歳以上の割合は

31％となっています。 

 

（３）工業 

  平成 22 年度の工業統計によると、事業所数では 1 位が食料品・飲料、2 位

が金属、3 位が一般機械、従業者数では 1 位が食料品・飲料、2 位が一般機械、

3 位が金属の順で、製造品出荷額では 1 位が石油・石炭、2 位が非鉄金属、3

位が食料品・飲料の順になっています。 

  本県の企業立地状況は、臨海部を中心に大手基礎素材型企業の大型工場の

ほか、建設機械関連、造船関連、自動車部品関連、電気機械関連などの分野

で国内トップクラスの企業の工場があり、一方で、多くの生活関連型の地場

産業が産地を形成しています。平成 20 年香川県特定地場産品調査では、地場

産業（29業種）が本県製造業全体の中で、事業所数で28.5％、従業者数で15.7％、

製造品出荷額で 6.2％を占めており、重要な地域経済の担い手となっています。 

地場産業の中でも、県下全域にまたがる「さぬきうどん」や小豆島地区の

「手延素麺」をはじめ、冷凍食品や醤油・味噌・酢などの調味料、佃煮、水

産加工品、酒などの食料品産業の関連企業が、県内一円に多数集積しており、

上記データからも分かるように食料品産業は県の基幹産業であるとともに、

ものづくり産業における強みの一つとなっています。 

 

（４）商業 

本県の小売業は、商業統計によると、年間商品販売額は平成 3 年の 13,098

億円から平成 19 年で 11,083 億円と減少（15.4％減）しており、平成 9 年の

14,188 億円をピークに減少傾向にあります。また、事業所数も平成 19 年で
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10,577 事業所と平成 3 年の 15,972 事業所から減少（33.8％減）傾向が続い

ています。一方で、売場面積は平成 19 年で 157 万㎡と平成 3 年の 112 万㎡

から増加（40.2％増）傾向にあります。 

このような中、大型店の年間販売額は平成 16 年で 3,246 億円と平成 3 年の

2,067 億円から増加（57.0％増）し、小売業全体に占める構成割合についても

年々増加（H3 年 15.8％→H16 年 29.0％）しています。また、事業所数は平成

3 年の 414 事業所から平成 16 年で 588 事業所と増加（42.0％増）し、売場面

積も平成 3 年の 27 万㎡から平成 16 年で 68 万㎡と 2 倍以上の増加（151.9％

増）と、小売業全体面積の 45.9％（全国平均 43.7％）を占めるに至っている

ことから、大型店の小売業全体に占めるシェアは、年間販売額、売場面積に

ついて年々増加しており、その影響力は拡大する傾向にあります。 

 

（５）観光産業 

  香川県観光客動態調査によると、平成 22 年の県外観光客入込数は、総来場

者数が 938 千人を数えた「瀬戸内国際芸術祭（2010.7.19～10.31）」の入込に

より、船舶、航空機及び高速道路を利用して訪れる県外観光客が増加したこ

とで、8,809 千人と瀬戸大橋開通後 2 番目の入込数となっています。一方、県

内主要観光地（栗林公園、屋島、琴平、小豆島）への入込客数は、総計で 5,488

千人と対前年比で 3.3％減少しています。 

  宿泊を伴う県外観光客入込数は芸術祭効果により 1,840 千人で対前年比

16.7％の大幅な増加となりましたが、日帰り県外観光客入込数は 6,969 千人

と対前年比 2.4％の減少なっています。県外観光客による経済効果については、

宿泊観光客の観光消費額が 463 億円、日帰り観光客の観光消費額は 459 億円、

合計で 922 億円程度と見込まれています。 

なお、高速道路ＥＴＣ休日特別割引（高速上限 1,000 円）制度が平成 23 年

6 月で廃止になり、県外観光客への影響が懸念されるとともに、昨年の「瀬戸

内国際芸術祭」開催による経済波及効果をより息の長いものにするためには、

期間終了後におけるリピーター（四国・瀬戸内ファン）の獲得が課題となって

います。 

 

（６）県内の消費動向 

  高松市の 1 世帯当たり（2 人以上の世帯）の年間消費支出額は、家計調査に

よると、主な品目別として、生鮮野菜では平成 12 年の 57,349 円から平成 22

年の 55,422 円と減少しているほか、生鮮果物では 37,862 円から 28,988 円、

生鮮肉は 67,519 円から 59,426 円、生鮮魚介が 62,127 円から 41,515 円、穀

類が 89,476 円から 75,811 円、調理食品が 88,526 円から 84,100 円と、10

年間で見て減少傾向にあります。 

  一方、外食への年間消費支出額は、平成 12 年の 128,248 円から平成 22 年

の 157,154 円と増加しており、家庭の食費に占める外食の割合が年々増え、



 

7 

少子高齢化や単身世帯の増加といった社会的構造変化を背景に、簡便性志向

への高まりが窺えます。 

  また、消費動向調査によると、食の志向性は、中高年層を中心に健康志向

や安全志向が高く、若年層は低価格を好む経済性志向が支持されているほか、

輸入食品より価格が高くても国産食品を選ぶ、という消費者は 5 割を越えて

いる反面、国産品へのこだわりはない、という層が年々増加する傾向にあり

ます。 

 

３．これまでの取組み結果の検証 

（１）旧プランの施策の展開方針及び主な取組み実績 

本県では、「かがわ県産品ブランド化戦略プラン」に基づき、かがわ県産品

振興協議会を中心に、県産品の国内向けの販売先として、大都市の百貨店や

大手スーパー等の基幹小売店をはじめ、ホテルレストランや居酒屋チェーン

等の外食産業、大手カタログ販売等のギフト需要の確保を図ってきました。 

また、平成 18 年度から、官民一体となった海外への販路開拓に取り組み、

シンガポール、マレーシア、台湾、上海等の東アジアのほか、（公財）かがわ

産業支援財団との連携により、フランスをはじめとする欧州地域への事業展

開を進めてきました。さらに、平成 22 年 6 月には「四国 4 県・東アジア輸出

振興協議会」を発足させ、4 県が一体となって東アジアを中心に一層の販路開

拓に取組んできました。 

一方で、平成 15 年 3 月に、首都圏における県産品・観光情報の発信拠点と

して、愛媛県と共同でアンテナショップ「香川・愛媛せとうち旬彩館」を東京・

新橋に開設しました。開設以来、売上高、来場者数とも概ね順調に推移してき

ていますが、平成 22 年度は、特産品ショップ及びレストランの合計で、売上

額が約 4 億 90 百万円（対前年比 91.3％）で、利用者数が約 50 万人（対前年

比 91.3％）と、夏の猛暑、東日本大震災等の影響で減少に転じたところです。 

さらに、県産品の販路開拓を通じて、本県の知名度向上とイメージアップ

を図っていく必要があることから、売れる県産品を目指し、「重点産品 5 品目

（オリーブ製品、讃岐三畜、瀬戸の地魚・海産物、かがわの野菜・果物、香川

漆器）」を定め、これらをイメージリーダーとして「取引先カルテ」や「重点

ターゲット行動シート」を活用した効果的で効率的な販路開拓・拡大の実践に

取り組んできました。 
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旧プランの施策の展開方針及び主な取組み実績 

施策の展開方針 取組み実績 

(１)総合戦略 
①統一イメージの構築、浸透 
 
②地域資源を生かした取組みの推進 
 
 
③「マーチャンダイジング」の考え方を

基盤にした取組みの展開 

 
○香川県フェア等での「県ロゴ」、「Ｋブラン

ド」、「讃岐三畜」ロゴを活用したＰＲなど 
○県産品全体のイメージリーダーとなり得る

重点産品 5 品目を選定し、ブランド化を
推進 

○付加価値の高い県産品のターゲット先と
して、百貨店や高級スーパーをはじめ、
ホテルレストランや外食産業、ギフト需要
等の開拓を推進 

(２)売れる商品づくり 
①新商品の開発、創出 
 
 
 
②食する場と売り場、生産(製造者)と

の連携の促進 
 
③マーケティングリサーチ機能の強化 

 
○県産品コンクールの開催による新商品の

発掘、優秀県産品の重点的なＰＲをはじ
め、流通アドバイザーの派遣によるブラン
ド化への支援など 

○百貨店やレスラン等関係者の産地招聘
ツアーによる産品のＰＲや情報交換の場
の提供など 

○東京のアンテナショップにおける消費者の
反応や流通関係者のマーケット情報等の
還元など 

(３)販路開拓 
①コーディネート機能の整備、強化 
 
②県外への販路開拓 
 
 
 
③海外への販路開拓 

 
○百貨店等の需要動向や買い手情報等の

提供を行うほか、商談機会の提供など 
○有名百貨店や大手量販店、外食チェー

ン等へのフェアを通じた提案活動の実施
や首都圏イベントへ（見本市等）の参加
など 

○海外の百貨店や量販店において、香川
県フェア等を継続開催するとともに、県内
事業者等と輸出事業者とのマッチングを
推進 

(４)情報発信 
①新しいメディア戦略 
 
 
②人的媒体を活用した情報発信 
 
③広報媒体を活用した情報発信 

 
○インターネットを活用したリアルタイムな情

報発信（「香川の県産品」情報サイト）を
推進 

○「かがわ県産品ファンクラブ通信」を通じ
た情報発信など 

○県の県外向け情報誌や広報誌のほか、
県産品カタログ・パンフレット作成による県
産品の情報発信など 

(5)県内戦略 
①県民との強固なパートナーシップの

確立 
②観光関連産業や観光地との連携 

 
○地産地消推進店登録による県産食材の

ＰＲ、消費促進など 
○県内ホテル・旅館組合との県産品連携イ

ベントの展開や観光業界と連携した県産
食材メニューの開発 
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（２）取組みへの評価 

 【定量的評価】 

①県産品の販売動向 

 H18年度 H19年度 H20年度 H21年度 H22年度 

香川県フェア開催実績 

（延店舗数、延日数） 

61店舗 

426日 

78店舗 

364日 

81店舗 

352日 

214店舗 

986日 

206店舗 

1,184日 

国内販売実績（千円） 

【県サポート実績】 
110,669 103,367 101,165 278,417 326,245 

海外販売実績（千円） 

【県サポート実績】 
5,661 8,180 26,049 21,212 23,719 

東京アンテナショップ 

（販売額、利用者数） 

4億54百万円

43.8万人 

4億81百万円

46.0万人 

5億8百万円

49.8万人 

5億37百万円 

54.6万人 

4億90百万円

49.8万人 

  ※国内販売実績の H18～20 年度は伊勢丹百貨店グループのみの金額 
 

②取引先カルテ数（販売ターゲットとなる企業情報等の蓄積数／22 年度末時点） 

    [国内] 

     ■小売業：18 件   ■飲食業：5 件   ■ホテル：13 件 

     ■卸売・商社：11 件 ■通販業：3 件   ■メーカー：9 件 

     ■その他：1 件 

    [海外] 

     ■4 ヶ国                   ＜計 64 件＞ 

 

【定性的評価】 

① 主要店舗での販売額が増加するなど、フェア開催等の訴求活動による

商品定番化に向けた「流通・販売のきっかけづくり」が促進されていま

すが、改めて県内における県産品の浸透度の向上とともに、県外におけ

るより一層の認知度アップや商品定着化を図っていく必要があります。 

 

② 取引先カルテ数が 60 社を超え、生産から流通・販売までの連携の進展

（バイヤーや流通関係者等との人脈づくりの推進）が見られるものの、

取引増進に向けてさらなる協力店等の開拓が求められます。 

 

③ 「かがわ県産品コンクール」の開催（これまで 8 回実施）等、地域の

優れた資源を活用した独自性、話題性のある新たな県産品の創出とともに、

高付加価値化が促進されていくために、継続した開発等支援が必要です。 

 

④ 流通バイヤー等を対象に産地招聘ツアーを実施するなど、生産関係者と

流通業界等との交流による消費者目線から見た産品づくりへの意識改革

が図られているため、継続したマッチング・コーディネート機能の発揮が

重要となっています。 

 



 

10 

４．県産品販路開拓・拡大への課題 

  以上の現状認識や県・各団体において進められてきたこれまでの取組みの

検証等を総括すると、今後、国内外への県産品販売のより一層の拡大を図る

上での主要課題としては、次の 3 点が抽出されます。 

 

   県産品の認知度・魅力の向上 
 

 

㈱ブランド総合研究所の 2010 年「産品購入意欲度（総合）」都道府県ラン

キングにおいて香川県は 16 位となっていますが、日経リサーチの全国名産品

ブランド力調査や、本年 1 月に県が独自に行った県産品認知度調査によると、

「讃岐うどん」以外の県産品の知名度は余り高くないのが現状です。 

首都圏等での県産品のブランド力は、讃岐うどん以外はまだまだ低いこと

から、戦略的な情報発信の強化を図るとともに、県産品が消費者に評価・支持

され受け入れられるためには、多様化・複雑化するニーズ等に的確に対応した

産品を提供し続けてくことが重要であるため、新たな地域資源を活用した魅力

ある新商品の開発や差別化、高付加価値化への取り組みの促進が必要です。 

 

 【産品購入意欲（総合）順位】       【産品購入意欲（食品）順位】 

順位 都道府県 

1 北海道 

2 京都府 

3 沖縄県 

4 静岡県 

5 宮城県 

…  

16 香川県 
 

（出典：㈱ブランド総合研究所「地域ブランド       （出典：㈱ブランド総合研究所「地域ブランド 

調査 2010 年版」）                    調査 2010 年版」） 

 

【産品購入意欲（食品以外）順位】 

順位 都道府県 

1 北海道 

2 京都府 

3 石川県 

4 沖縄県 

5 岩手県 

…  

33 香川県 
（出典：㈱ブランド総合研究所「地域ブランド 

調査 2010 年版」） 

順位 都道府県 

1 北海道 

2 沖縄県 

3 京都府 

4 静岡県 

5 宮崎県 

…  

15 香川県 

【地域産品ブランド順位】 

順位 産品ブランド名 県名 

1 讃岐うどん 香川県 

2 博多辛子明太子 福岡県 

3 紀州南高梅 和歌山県 

4 夕張メロン 北海道 

5 白い恋人 北海道 

6 丹波黒大豆 兵庫県 

7 京都八ツ橋 京都府 

8 山形さくらんぼ 山形県 

8 長崎カステラ 長崎県 

10 大間マグロ 青森県 
（出典：日経リサーチ「地域ブランド戦略サーベイ 2010 年）

課題１ 
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【香川県産品認知度総合ランキング）】 

（首都圏）          （関西圏）          （香川） 

№ 産品名 割合  № 産品名 割合 № 産品名 割合 

1 讃岐うどん 90.4％  1 讃岐うどん 91.3％ 1 讃岐うどん 97.1％

2 オリーブ製品 44.2％  2 オリーブ製品 51.0％ 2 しょうゆ豆 91.3％

3 丸亀うちわ 24.0％  3 醤油 35.6％ 3 オリーブ製品 90.4％

４ そうめん 21.2％ ４ 丸亀うちわ 26.9％ ４ 丸亀うちわ 89.4％

５ 醤油 17.8％ ５ そうめん 24.5％ ４ 和三盆製品 89.4％

５ 和三盆製品 17.8％ 

 

 

 
（出典：香川県県産品振興課「香川県産品に関する認知度調査 2011 年） 

 

      販路開拓・販売力の強化 

 

 

 ＜県内市場＞ 

県内での県産品のＰＲ等は、「地産地消」運動などを通じて実施しています

が、平成21年度に行った県の高品質農産物である「さぬき特選Ｋ.ブランド産

品」（24品目57点）の調査によると、県内消費者の認知度は41％という結果

が出ているなど、必ずしも地元県民に十分認知されているとは言い難い状況

にあることから、香川県産品の浸透度を高め、県内での流通・消費量の拡大

を図っていくためには、産地である県内での積極的なＰＲ・普及促進活動等

の強化が必要です。 

また、県外市場への展開に当たっても、まずは県民自身に香川のいいもの

の良さや魅力を知ってもらい実際に使ってもらうなど、再発見した県産品の

すばらしさを県民ひとり一人が情報発信の起点となってもらえるようファン

づくりの促進が肝要であります。 

 

 

 

 ＜県外市場＞ 

地方都市の人口が減少傾向にある中で、国内全人口の約半分が三大都市圏

（首都圏・関西圏・中京圏）に集中しており、東京圏では依然として人口が

増加しています。 

人口規模を背景に首都圏など大消費地の消費マインドが堅調さを保つ中で、

独自性を持つ魅力的な県産品に対する消費者ニーズは高まっており、購入額

も増加傾向にあることから、商流・物流の変化や需給動向等の的確な把握に

努め、積極的な販路開拓や効果的な販売促進活動のより一層の推進により、

国内マーケットにおいて有望市場である大都市圏における新たな販売ルート

や安定的な取引関係の確立を図る必要があります。 

課題２ 
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 成長市場（海外・ネット市場）への販路拡大 

 

 

 ＜海外市場＞ 

少子高齢化等を背景に国内市場が縮小する一方で、地理的にも近く、急速

に経済発展を遂げ、人口増や所得向上により富裕層が増加している東アジア

諸国は、安全・安心、高品質で栄養バランスのよい日本産の食品がブームと

なっており、日本食レストランが増加するなど新しい可能性に富んだ魅力的

な市場に変貌しつつあります。 

日本の農水産物などに対するニーズが高まっている中で、本県でも、物産

フェアの開催等を通じて、東アジアや欧州市場等との継続的な取引きが一部

始まっているものの、地域間・国際間の競争等が一層激化する中で、香川県

産品の安全・安心等のブランドを確立し、今後の輸出環境の好転等をにらみ

ながら、有望市場へと成長を続ける海外マーケットへの将来を見据えた戦略

的な輸出促進が求められています。 

 

 

 

 ＜電子商取引市場＞ 

インターネットの世界的な普及により、国内におけるインターネット利用者

は、平成20年末で9千万人を超え、人口普及率は75％超で、インターネットに

よる商品等の購入や金融取引をしたことのある人の割合は、全人口の約半分に

達するなど、電子商取引市場は著しい成長を見せています。 

 

・企業間、企業－政府間での電子商取引市場規模は 249 兆円 

・企業と消費者間の電子商取引の市場規模は 6 兆 890 億円。 

・平成 25 年度における消費者向け電子商取引の市場は 10 兆円台の予想 

 

ネット通販市場の拡大など、流通販売形態の変化に対応する必要性が増して

きていることから、インターネット販売を通じた県産品販売の底上げを図って

いくことが不可欠となってきています。 

 

課題３ 
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